
令和 2年度事業報告書
令和 2年 4月 1日 から令和 3年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人生活サポー トひまわ り

1事業の成果

介護保険事業の訪問介護事業、居宅介護支援事業及び障害者総合支援法による居宅介護事業、地域生活支援事

業に置いては継続的に安定したサービス提供が可能となっている。昨年 9月 に事務所を移転したことにより、相

談の依頼が増している。認知症カフェはコロナ禍の中で中止を余儀なくされているが、これを経験したことによ

り、人が安心して暮らすためには人とのの繋がりが大切であることを再認識することがでた。

2事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事業内容 実施日時 実施場所

従事

者の

人数

受益対象者

の範囲及び

人   数

支出額

(千円)

訪問介護事業
介護保険法に基づく訪問介護事業

(身体介護、生活支援)
通年 受益者宅 16人

板橋区及び隣接区の

要介護者

307人 (延べ人数)
13,715

介護予防 。日常

生活支援総合事

介護保険法に基づく要支援者及び板

橋区独自認定者への訪間による生活

支援

′′ 受益者宅 16人
板橋区内の要支援者

141人 (延べ人数) 2,073

居宅介護支援事‐

在宅サービス希望者への居宅サービ

ス計画の作成、サービス事業者との

連絡調整等

〃

生活サポー

トひまわり

事務所及び

受益者宅

4人

板橋区及び隣接区の

要支援 。要介護者

1013人 (延べ人数)

8,940

居宅介護事業

障 害 者 総 合 支 援 法 に

に 基 づ く居 宅 介 護 事 業

(障害者を対象とした訪間による身

体介護、家事支援、通院介助)

′′ 受益者宅 7人

板橋区及び隣接区の

障害者

45人 (延べ人数 )

1,501

地域生活支援事

(移 動支援 )

障害者総合支援法に基づく移動支援

(買物同行等)
〃 移動支援先 2人

板橋区及び隣接区の

障害者

29人 (延べ人数 )

329

家事支援事業
共働き、高齢者家族に対する家事支

援活動
′′ 受益者宅 10人

板橋区及び隣接区の

要介護及び障害者等

13人 (延べ 人数 )

391

認知症カフェ事業

認知症高齢者等及び介護者家族等を

地域で支援するための『オレンジカ

フェひまわり』運営

平成31年度毎月

第3土曜日(3月 1

月を除く年10回 )

弥生会館

(板橋区弥生町)
0人

認知症高齢者及び家

族、地域住民

0人 (延べ人数)

0

各種相談事業
子育て支援、高齢者生活支援に係る

生活相談活動
通年

生活サポー

トひまわり

事務所

3人

板橋区及び隣接区の

要介護及び障害者等

38人 (延べ人数 )

0

(2)収益事業

実施 しない。



金饉生 .庄壼璽□五豊堕

令和2年 4月 1日 から令和3年 3月 31日 まで

(単位 ;円 )

1入会金・会費収入
会費収入

2事業収入
訪問介護事業収入
介護予防日常生活支援総合事業
居宅支援事業収入
障害者支援事業収入
移動支援事業
家事支援事業収入

3助成金収入

4配当金収入
城北信用金庫配当金収入

5利息収入
預金利子

経常収益計 (A)

Ⅱ 経常費用
1事業費
訪問介護事業費
介護予防日常生活支援総合事業費
居宅支援事業費
障害者支援事業費
移動支援事業費
家事支援事業費
事業費計 26,95C),533

2管理費
役員報酬
法定福利費
会議費
広告宣伝費
減価償却費

1,000,000

149,700
4,320

235,710
195,610
2,151,923

287,420
268,285
480,369
164,513

182,118

805,530

地代家賃
修繕費
事務用品費
消耗品費
水道光熱費
旅費交通費
手数料

科   目

７

１

17,791,434

2,689,318

11,597,077

1,947,948

426,870
34,960,155

117

13,715,231

2,073,175

8,940,163

1,501,659

329,071



租税公課
交際接待費
保険料
通信費
諸会費
リース料
支払利息・割引料
雑費
固定資産除却損
法人税、住民税及び事業税
管理費計

経常費用計 (B)

13,295

228,208
100,960

673,963
40,600
723,510
15,582

232,040
2

当期正味財産増減額(C)=(A)― (B)
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

注)財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 NPO法人会計基準協議会)によってい
ます。同基準では、特定非営利活動促進法第28条第1項の収支計算書を活動計算書と呼んでいます。

64,ソ r4,lvl

111,201

4。 122.803
4.234,004



今ネリ″たらが考笏〔・係タンサ孝ρ夕守蜂考
令和2年4月 1日 から令和3年3月 31日 まで

特定非営利活動法人 生活サポートひまわり

(単位 ;円 )

科   目

I 収入の部

当期収入合計 (A)

Ⅱ 支出の部
1事業費

2管理費

当期支出合計 (B)
当期収支差額 (A)― (B)
前期繰越収支差額 (C)
次期繰越収支差額 (A)― (B)+(C)

当期正味財産増加額
前期繰越正味財産額
当期正味財産額

ハ
Ｕ

∩

ｖ

Ａ
Ｕ

＾
Ｕ

ｎ
ｖ

Ａ
ｕ

∩

ｖ

∩

ｖ



令和2年度 特定非営利活動に係る会計貸借対照表

令和3年3月 31日

特定非営利活動法人 生活サポートひまわり

(単位 ;円 )

科   目

I 資産の部
1流動資産
現金預金
現金
普通預金
未収入金
仮払金

流動資産合計

2有形固定資産
工具器具備品

3無形固定資産
ソフトウエア

4投資等
敷金
出資金

資産合計

Ⅱ 負債の部
1流動負債
未払金
預り金
法人税等充当金

流動負債合計

2固定負債
長期借入金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産

負債及び正味財産合計

86,743
3,891,915

6,008,030

371

2,618,859

172,282

10,357,952

769,392

292,800
10,000

7

,201

2.861.141

4_335_000

4.335.000



令和2年度 収益活動に係る会計貸借対照表

令和3年 3月 31日

特定非営利活動法人 生活サポートひまわり

(単位 ;円 )

科   目

I 資産の部
1流動資産
現金預金
現金
普通預金
定期積金
未収入金

流動資産合計

2固定資産
土地
建物
車両運搬具
ソフトウエア

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部
1流動負債
短期借入金
未払金
預り金

流動負債合計

2固定負債
長期借入金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産

負債及び正味財産合計

ｎ
ｖ

ハ
ｕ

ｎ
υ

ｎ
υ

ハ
υ

∩
ｖ

ハ
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∩

ｖ

ｎ

ｖ

ｎ

ｖ

ハ
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令和2年度 特定非営利活動に係る会計財産目録

令和3年3月 31日

特定非営利活動法人 生活サポートひまわり

(単位 ;円 )

科   目

I 資産の部
1流動資産
現金預金
現金
普通預金 城北信用金庫 常盤台支店
普通預金 瀧野川信用金庫 中板橋支店
未収入金 事業未収入金
仮払金

流動資産合計

2有形固定資産
パソコン

3無形固定資産
ソフトウエア

4投資等
敷金
出資金

事務所敷金
城北信用金庫

資産合計

Ⅱ 負債の部
1流動負債
預り金 職員に対する源泉所得税 0住民税
未払金  社会保険料他諸経費
未払金  職員3月 分給与
法人税等充当金

流動負債合計

2固定負債
長期借入金 日本政策金融公庫

固定負債合計

負債合計

正味財産

86,743
446,848
3,445,067

6,008,030

172,282
395,181
2,223,678

70

4,335,000

10,357,952

769,392

292,800
10,000

2 141

4.234.004



令和2年度 収益活動に係る会計財産目録

令和3年3月 31日

特定非営利活動法人 生活サポートひまわり

(単位 ;円 )

科   目

I 資産の部
1流動資産

流動資産合計

2固定資産

固定資産合計

ｎ

ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ
ｖ

資産合計

Ⅱ 負債の部
1流動負債

流動負債合計
ハ
Ｕ

2固定負債

固定負債合計
∩

Ｖ

負債合計

正味財産

ｎ
ｖ

ｎ

ｖ

＾
Ｕ



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人生活サポートひまわり

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1 〇・監事
ササキミチコ 令和2年

令和3年

4月   1日

3月  31 日

令和2年 4月  1日

令和3年 3月  31日佐々木美智子

2
⌒

塁ヽヲ・監事
フジクラシュウイチ 令和2年

令和3年

4月   1日

3月  31 日

年  月  日

年  月  日藤倉 修一

●
０

⌒

t里ヲ・監事
シモジマサヒロ 令和2年

令和3年

4月

3月

1日

31 日

年 月

月

日

日年下地正泰

4
⌒

鯉ラ,・監事
ヤグチ ツトム 令和2年 4月   1日

令和3年 3月  31 日

年  月  日

年 月 日矢口 勉

5 ①
。監事

オク ユウキ 令和2年

令和3年

4月

3月

1日

31 日

年  月  日

年  月  日奥 雄紀

ハ
０
理事・〇

ナラ ノブオ
令和2年

令和3年

4月

3月

1日

31 日

年  月 日

日年 月奈良 延夫

7
理事
o

フジウケイオウ
令和2年 4月   1日

令和3年  3月  31 日

年 月

月

日

日午藤生 桂凰

8 理事・監事
年  月 日

日年 月

年 月

月

日

日年

Ｑ

υ 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月 日

10 理事・監事
年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社員名簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

令和3年3月 31日現在

特定非営利活動法人生活サポートひまわり

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
陸々木美智子

2
藤倉 修―

3 矢口 勉

4 下地 正泰

5 奥 雄紀

6 奈良 延夫

7 藤生 桂凰

□ 高木 健治

9 福岡 員理子

10 柴田 裕子

11 東 信代

12


